
































りしますけれども、C はコネクテッド化（Connected）、A は自動運転化（Autonomous）、S はシェ
アサービス化（Shared service）、そしてEは電動化（Electric）の略語です。2016年のパリ・モーター
ショーで、ドイツの大手自動車メーカー・ダイムラー社の CEO が発表した中長期戦略の中で使っ







































　次に A、自動運転化についてです。これについては表 1 のように、レベル 1 からレベル 5 ま
であります。自動車メーカー各社がその開発にしのぎを削っておりまして、例えば自動ブレーキ





































出典：官民 ITS 構想・ロードマップ 2019
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難が伴うのではないかと思います。実際に『日経 Automotive』2019 年 11 月号は、メガ・サプ
ライヤーの一角を占めるドイツのコンチネンタル社が、レベル 3 以上の普及は予想よりも遅れ、





の月曜日（2019 年 10 月 28 日）付日本経済新聞の経済教室に、東北大学経済学部の柴田教授が、
自動運転システムについて、ご自身がファナックで実務経験を積まれた経験から、工作機械の本
体と CNC 装置との関係に似ているのではないかと捉えられて、その教訓から自動車メーカーが
とかくこだわりがちな、特定車種への最適化にこだわるよりも、転用性に優れた標準的な自動運
転装置を分業開発して、共進化サイクルをつくり出すことが肝要だと指摘されていました。
　確かに今、自動運転装置が将来的に担うであろう機能を、私自身を含めた運転者が担っている
わけで、柴田教授の説はかなり説得力があると個人的には思ったりもしました。彼の指摘どおり
だとしますと、Google の戦略のほうが勝る可能性が高いですね。そうなりますと、トヨタ自動
車をはじめ日本の自動車業界は、抜本的な戦略の練り直しが必要になってくるのではないかと思
います。
　その一方で、もし完全自動運転が実現すれば、高いハードルが待ち受けていますが、移動時間
や車両内部の空間を活用した、新たな付加価値を提供するサービスの登場が考えられます。実際、
開催中の東京モーターショーでは数多くの企業が、同じような箱型のコンセプト車を出展して、
移動中に会議ができるとか、それから、先程のコネクテッド化と関連しますけれども、コンセプ
ト空間からネット経由で飲食物の注文をして、それでその配達を受けながら、中で宴会みたいな
こともできるとか、そういうような夢物語を盛んに流していました。それから、運転者の人件費
が不要になるということで、それによるメリットを生かした、車両を利用した移動・物流サービ
ス市場が拡大することが考えられます。さらに事故がなくなって、衝突安全性にかけてきたコス
トが低減され、車両の製造コストが格段に低下することもメリットとして考えられます。
　次に S、すなわちシェアサービスです。三つの領域の技術革新が加速する中で、サービス化と
いうのは待ったなしで進んで、新しい担い手も続々と参入してくると考えられます。背景には、
これもよく最近見られる略語ですけど、MaaS、すなわちモビリティー・アズ・ア・サービスへ
の顧客の変化です。すなわち車を所有するのではなくて、利用するというように変化していくと
予想されます。ただ、これが定着するためには自己所有のモノと同様に、共有物を丁寧に扱うと
いう道徳心・モラルというのが定着することが欠かせないのではないかと思います。なぜこんな
ことを言うのかといいますと、中国のシェア自転車が、一時期爆発的に普及したのですけれども、
皆さんご存じのとおり、哀れな末路をたどりましたよね。すなわち、利用者の多くが大事に扱わ
ずに、乱雑に使って、その結果短期間で使えなくなってどんどんと捨てられていきました。その
結果、シェア自転車を展開した企業は、投資を回収できずにばたばたとつぶれていったのです。
　自転車だからそういう扱いをされるのだろうとおっしゃる向きもあるかもしれませんけれど
も、実はフランスでも電気自動車のシェア自動車のサービスが始まっており、パリに学会出張で
行ったときにその車両を街角で見かける機会がありました。やはり、お世辞にも丁寧に扱われて
いるとは思えませんでした。というのは、結構あちこち、ボコボコにへこんだままの自動車が、シェ
ア電気自動車のデポに置いてあるのをよく目にしましたので。フランスといえば代表的な先進国
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の一つで、一定の道徳心が定着していると一般には考えられるわけですけれども、自分のモノで
はないと、共有のモノということで、やや乱雑に扱うことがあるのかなと。中国に限らずフラン
スにおいても。自己所有のモノと同様に共有物も丁寧に扱う道徳心といいますか、モラルが定着
するということが、自動車のシェアが本格的に普及する上では欠かせないのではないかと思いま
す。
　また、その移動におけるシェアサービスにおいては、いかに双方向の移動ニーズを創出するか
というのも鍵になってくると思います。というのは、この仙台市でも自動車のシェアは、一部タ
イムズが始めているのかもしれませんが、まだ本格化していません。その一方で、DATE BIKE
というブランド名で展開しているシェア自転車は、最近見掛けることが多くなりました。「離陸」
するまでかなり時間がかかったのですけどね。仙台市が今年 4 月から、自動車の損害賠償保険加
入を義務化したのが、もしかしたら追い風になっているのかもしれません。ただ、この DATE 
BIKE で課題になっているのが、人々の移動ニーズが時間帯によって偏っていることです。ある
時間帯は郊外から中心部への移動ニーズが多く、夕方になると逆方向が多いといったように。
　となりますと、そのまま放っておいたらどうなるかというと、自転車が偏ってしまうのです。
そのため、偏ってしまったシェア自動車をトラックに載せて、その時々の人々の移動ニーズに合
うように移動させています。こうなりますとかなり収益を圧迫することになるわけですね。当然、
人件費も要りますし、自転車を運ぶトラックも用意しなければなりません。仙台市もご多分に漏
れず一極集中の傾向があり、中心部にいろいろな店やサービス、職場が集中している一方で、郊
外にはそういったものがあまりありませんのでこういったことになっています。いかに双方向の
移動ニーズを、そういった中で創出するかというのが、モビリティのシェアサービスが本格的に
離陸する上では肝要なのではないかと思います。
　この MaaS によってもたらされる変化としては、自動車を、先ほども言いましたように、所有
するのではなく、必要なときに都度利用する形態へと次第に変化していっています。となります
と稼働率を向上に重きを置いた、モビリティ提供サービスの出現・充実が期待できます。それに
伴って、車両の所有者が各個人からサービスの提供者へと移行します。そうなりますと、その利
用者、所有者、サービス提供者、そしてインフラとをつなぐマッチングサービスやプラットフォー
ムの重要性が飛躍的に高まることが考えられます。また車両（ハードウェア）、駐車場、エネル
ギーなど多くの分野で共有が進みまして、資産効率が向上することが期待できるわけです。そう
なりますと、事業者にとっては収益が得られるポイントが変化することが考えられます。すなわ
ち、これまでは車両の製造や販売、アフターサービスを提供することによって収益が得られてい
ました。それが、車両の企画およびモビリティーサービスの提供といったところに、収益を得ら
れるポイントがシフトするのではないかと考えられます。
　最後に電動化についてですけども、内燃機関の自動車においても車載電装品の搭載は増大して
います。また 90 年代には、それまでは熱エネルギーとして大気中に捨ててきた減速時の回生エ
ネルギーを基に発電し、それを動力に活用すべくモーターを併用して、内燃機関の自動車の燃費
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を飛躍的に向上させるハイブリッド自動車も登場し、その多様なバリエーションが一定程度普及
しております。それに伴い、自動車の電動化はさらに進行しました。
　最近では化石燃料の有限性とか地球温暖化などを背景に、20 世紀初頭に自動車のドミナント・
デザインをめぐる争いで敗れた電気自動車が、次世代自動車のドミナント・デザインの最有力候
補として再浮上してきております。活発な開発競争が展開されているわけですね。ただ、かつて
内燃機関自動車に敗れた要因となった電池が、自動車のドミナント・デザインの座を内燃機関自
動車から奪い返す上で、やはり最大の障害になっていると思います。充電に要する時間の長さや
航続距離など、その競争劣位はまだ克服できていないと思います。ノルウェーなど、例外的に再
生可能エネルギーによる発電コストが極めて安いところでは既に電気自動車がメインになってき
ていますけれども、そういう一部の例外を除いて、今もやはり内燃機関を備えた自動車というの
が最適解ですね。
　ですから、当面は内燃機関を備えたハイブリッド車が最適解で、電気自動車への完全移行とい
うのは、高効率電池の発明を待つという展開ではないかと考えられます。一部のマスコミが喧伝
しているように電気自動車に一足飛びに移行するわけではない。なぜなら、Well To Wheel（油
井から車輪まで）という言葉が最近よくいわれるようになってきていますけれども、この面での
比較優位性も考慮しなければならないからです。
　電動化によるインパクトとしては、世の中を走る車が本当に完全に電気自動車へと移行した場
合は、製品アーキテクチャの変化ということも考えられます。また燃焼系、排気系、駆動系など
でなくなる部品が多く、それらを生産してきた企業や地域は、転換を迫られることになると思い
ます。また動力源の供給インフラの整備も必要ですし、ガソリンスタンドをはじめとする既存イ
ンフラの廃棄・転換ということも、取り組まなければならない課題になってくると思います。
　ここで、次世代自動車産業に向けた変化と企業経営についてまとめます。持続可能なモビリ
ティ社会を実現する必要があるのではないかと思います。気軽に移動できることによるメリット
を知った現代人は、もはや昔に戻ることは出来ません。ただ、既存のモータリゼーションはもは
や持続可能ではなくなってきており、持続可能かつ環境に優しいモビリティ社会への転換はまさ
に喫緊の課題であると言えます。
　主な検討課題としては、まずエネルギー源をどうするかということ。現在考えられているよう
にそれが電気だとしても、発電方法によっては反って環境負荷を増してしまいます。さらに電気
の場合、一度の充電で走行できる航続距離や充電に要する時間、バッテリーの重量やその冷却方
法など、克服できない課題が山積しています。
　それからコストを抑制していく必要があること。搭載されるセンサーやソフトウエアの増加、
原材料コストや人件費などの高騰など、自動車というハードの製造にはコストアップ要因がまさ
に満載です。シェア化して稼働率をアップさせることで、利用者の負担を一定程度軽減すること
が可能だと考えられますが、先述のようにモビリティ社会においてシェア経済を離陸させる上で
はやはり克服しなければならない課題が満載です。しかも、先進国だけでなく、全世界で普及可
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能なものにしていかなければなりません。
　そして、先ほども申し上げたように、利益を得られるポイントが変化していく中で、いかに持
続可能なビジネスモデルを構築するかということが課題になります。
　自動車産業におけるパラダイムシフトの企業戦略へのインパクトは、極めて大きいものになる
と思います。これはチャンスなのか、それとも脅威なのかということについて考える必要があり
ます。その中で業界を超えた連携が生まれつつあるわけですね。これまでは自動車メーカーが扇
の要に存在して主導し、垂直統合的にビジネスを展開してきたわけですけれども、もはや自動車
メーカーだけではなく、通信会社、IT 企業等も含めた業種を超えた連携を進めないと、グロー
バル競争を勝ち抜けなくなってきているのではないか、というように考えられるわけです。
　図 2 は、ちょうど一昨日の、日本経済新聞の経済教室に出ていました。アメリカ・スタンフォー
ド大学の調査によると、従来の自動車産業が新規プレーヤーの参入と、自動運転技術の進展によっ
て競争軸の変化とともに、新しいモビリティ産業に変化しつつあると、彼らは指摘しているわけ
です。こういったことも考えていかなきゃいけないな、と思いました。
図 2
出所：日本経済新聞電子版 2019/10/29
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　次に、その中で東北地方は、どう関わっていくかといった命題について少し考えてみたいと思
います。東北大学の工学部など地域の研究機関の一部においては、CASE に関する研究は行われ
ています。しかし CASE のうちの何かを担いうる地場企業があるかというと、残念ながら皆無
に等しいのが実態です。では、この東北地方が何らかの形で次世代の自動車産業で一翼を担い、
地域経済の振興の一助とすることはできないのだろうか、というテーマについて考えてみます。
　東北地方は世界的に見ても、少子高齢化が進んでいる「先進地」の一つではないかと思います。
これについては、本日入口にてお配りした小冊子に入っている、2 年前に経営研究所シンポジウ
ムにご登壇いただきました、東北大学工学部の鈴木教授の報告がご参考になるのではないかと思
います。世界的に見ても少子高齢化の先進地の一つでありますが、今後、先進諸国や中国、それ
から東南アジアのタイにおいても今後、少子高齢化が急速に進むのは確実です。というのは、既
に実際に生まれている赤ちゃんの数は、私自身 20 年余りにわたってウォッチし続けております
タイにおいても相当減ってきておりますので、タイも今後著しい少子高齢化に直面すると思いま
す。このように、世界各地が今後相次いで直面するであろう課題を、まさに先取りして体験して
いるといえます。
　ですので、過疎地域に合った低コストかつ高齢者など交通弱者にも優しいモビリティ社会に向
けた実験場として、東北の地に研究機関や企業を誘致し、そこに地場の企業も可能なところで参
画させてもらいながら、研究を進められないでしょうか。もちろん今、ネット全盛の時代です。
製品開発にも、シミュレーションとか、通信回線を介してのグローバルな連携が多用されていま
す。ただ、方向性がある程度定まっていれば、通信回線とか、そのバーチャルな結び付きとかで
足りることが多いのですけれども、本日取り上げております次世代のモビリティビジネスの追求
については、散々お話ししました通り、確固たる方向性はまだ定まってはいないわけですね。す
なわち、これがずばり正解というものはまだないわけです。そういった場合においては、バーチャ
ルなアプローチだけではイノベーションは完結せず、「現場」との物理的な近接性が、一定の優
位性をもたらすのではないでしょうか。そこにこそ、東北地方が次世代モビリティに何らかの貢
献をしてその果実を享受できる唯一の、一縷の望みがあるのではないかということを指摘させて
いただきまして、私からの拙い報告を締めくくらさせていただきます。
